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混合寡占市場における参入規制と

公企業の民営化の影響

松村  敏弘*

  この論文では公企業と私企業が同一市場で競争する混合寡占市場における公企業の民営

化の問題を分析することによって，公企業の望ましい行動原理を明らかにする。

  いくつかの既存研究によると，混合寡占市場においては，公企業の社会厚生を最大化し

ようとする行動は資源配分に歪みをもたらし必然的に社会厚生を悪化させるというパラド

キシカルな結果が得られている。この結果は，限界費用価格形成原理に基づく価格付け

は，混合寡占市場において公企業のとるべき最適な行動ではないことを示している。

  上記の結果は，企業数を外生的に与えるモデルから得られたものである。本論文では参

入規制が存在しない，従って参入企業数が内生的に決められる寡占市場における公企業の

最適行動及び民営化の効果を分析する。自由参入市場では，参入規制下にある市場とは異

なり，公企業の最適な行動原理は限界費用価格形成原理であり，公企業の民営化は必ずし

も望ましくないことが示される。

  更に，民間企業が実際に参入している混合市場において公企業の利潤が負になっている

場合には，公企業は長期的に廃止されるべきであることが示される。

Ⅰ．イントロダクション

  1980年代以降公的企業の民営化が世界的な

潮流となっている。有名な，英国保守党政権下

での多数の公企業の民営化や，かつての社会主

義国の大規模な国有企業の民営化に限らず，日

本においてもかつての3公社が株式会社化され

ている。民営化の大きな流れにも関わらず，依

然として多くの公企業が世界中に存在し，その

うちのかなりの企業が民間企業と競合関係にあ

る。とりわけ日本においては政府系金融機関が

預金(貯金)・貸出・生命保険市場で大きな地
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位を占め多くの金融機関と競合している。小荷

物運搬市場においては，郵便小包は宅配便と競

合関係にある。また最近では地方自治体の清掃

（ゴミ回収）部門と民間の清掃業者と競合が起

こりつつある。このように民間企業と公企業が

競合する市場を「混合市場」あるいは「混合寡

占」と呼ぶ。混合市場の現実的な重要性にもか

かわらず，混合市場の理論的な研究は必ずしも

進んでいない。

  古典的な，公企業及びその民営化の研究に関
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しては，主に独占企業としての公企業が分析さ

れてきた。巨大な規模の経済性のために複数の

企業が参入できないような自然独占市場，ある

いはそもそも不可避的な赤字の発生のために政

策介入なしには参入企業がゼロになってしまう

ような市場における公企業のあり方について

は，古くからの理論研究の蓄積が存在する。し

かし混合市場においては，実際に複数の民間企

業が参入し，公企業と共存しているわけである

から，そもそも，費用あるいは需要構造が，公

企業による独占市場のものとは異なると考える

べきである。

  近年ようやく混合市場に対する関心が高ま

り，この分野の研究が国際雑誌にしばしば登場

するようになった。1)多くの既存研究は公企業

は社会厚生を最大化し民間企業は自社の利潤を

最大化すると仮定している。2)

  この分野の先駆的な論文の一つとしてD e

Fraja and Delbono（1989）が挙げられる。この

論文は公企業が民営化され，その結果公企業の

目的関数が社会厚生から利潤に変わることに

よって社会厚生が改善される可能性があるとい

うパラドキシカルな事例を呈示している。3)

De Fra ja  and  Delbono(1989)は公企業を部分

的に民営化する（part ia l  pr ivatizat ion）という

可能性を考えていない。実際には，政府は民営

化した株をすべて一度に民間部門に売却するの

ではなく，無視し得ない数の株式を，かなりの

長期に渡って自ら保有する例は非常に多い。米

国を除く非常に多くの国で民間部門と公的部門

の混合所有が見られる。4)混合所有されている

企業は民間部門の利益を無視することはでき

ず，従ってその企業は純粋に社会厚生を最大化

する行動はとれないであろう。一方企業は公的

部門の利益を無視することはできないから，純

粋に利潤を最大化する行動もとれない。政府は

自分の持ち株比率を調整することによって部分

民営化された企業の行動を間接的にコントロー

ルできるかもしれない。5)このような状況では

公的部門がどの程度その企業の株式を持つべき

かが重要な問題となる。Matsumura（1998）は

明示的に部分民営化を政府の選択肢の一つと考

え，政府がどの程度の株式を保有すべきである

かを検討し，緩やかな条件の下で部分民営化が

最適であることを示した。政府の意向を100％

反映する公企業の行動は資源配分に歪みをもた

らすため，政府にとっても，あるいは社会厚生

という観点からも公企業は望ましくないことが

明らかになった。また，独占企業としての公企

業では望ましいとされるmarginal  cost pr ic ing

は混合寡占の分野では決して望ましくないこと

を示した。6)この論文の主な目的は上記の結果

1)    この分野の展望論文としてはVickers and Yarrow(1988)，De Fraja and Delbono（1990)，Bös（1986，
  1991）等を参照せよ。
2)   同じ手番ゲームでは公企業による社会厚生最大化の仮定は公企業が“marginal cost pricing”に基づいて行
  動することを意味している。混合寡占の分野ではmarginal cost pricingではなくaverage cost pricingを行
  動原理として仮定する論文もある。一例としてEstrin and de Meza（1995）を参照せよ。
3)   通常民営化の目的の一つは企業の生産性を改善することにある。De Fraja and Delbono（1989）をはじめ多
  くの論文がこの効果を無視している。De Fraja and Delbono（1989）の大きな貢献は公企業の民営化が生産性
  の改善をもたらさなくとも社会厚生を高める可能性がある事を示した点にある。なお，公企業の社会厚生最
  大化行動が資源配分を歪めるという結論は公企業と私企業が同じに行動するという仮定に依存している。こ
  の分野ににおける逐次手版ゲームの研究に関してはBeat and Mas-Colell（1984)，井手・林（1992)，Pal

  （1998)，Matsumura（1999c，d)，Matsumura and Matsushima（1999）等参照。また一般に寡占モデルにお
  いて，手番を内生化したとしても同時手番の均衡が存在する。この点についてはMatsumura（1999a）を参照
  せよ。
4 )   例としては仏国のルノー，日本の岩手銀行などが挙げられる。そのほかの例についてはB ö s

   （1986，1991）等を参照せよ。
5)   部分民営化に関してはBös（1991）ch. 8，Fershtman（1990）等参照。
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は，参入規制のない市場においては正しくない

ことを示すことにある。

  D e  F r a j a  a n d  D e l b o n o（19 8 9）あるいは

Matsumura（1998）を含む多くの論文において

企業の数は外生的に与えられている。7）実際多

くの混合市場においては参入規制をはじめとし

て多くの規制が存在しており，従って企業数一

定という仮定は必ずしも非現実的であるとはい

えなかった。しかし多くの市場で規制緩和は進

みつつあり，参入規制が撤廃された後の市場に

おける混合市場の分析の重要性は増しつつある。

例えば，郵貯・簡保あるいは政府系金融機関が

重要な役割を果たしている日本の金融市場にお

いて，参入規制は十分に緩和されており，もは

や企業数一定の仮定の下での分析は現実妥当性

を欠いていると言わざるを得ない。

  この論文では企業数を内生化する。具体的に

は次のようなモデルを分析する。第一期に政府

は公企業を作るかどうかを決める。第二期に政

府は公企業の持ち株比率を決める。第三期に各

私企業は市場に参入するか否かを決める。第四

期に参入した企業はクールノー・タイプの数量

競争を行う。

  まずはじめに第二期から始まる部分ゲームを

分析する。公企業が作られ，公企業の参入費用

（設立費用）が埋没費用になったことを前提に公

企業の最適な行動原理を分析する。ここでは，

私企業の自由参入を前提とすると公企業が民営

化されない方が望ましいことが示される。8）こ

の結果は公企業の最適な行動原理はm a r g i n a l

cos t  p r ic ingとなることを意味している。この

結果は，参入規制のあるモデルから得られる結

論と対極をなしている。

  次に全体ゲームを分析する。ここでは公企業

が設立されることによって経済効率性が改善さ

れる必要十分条件は公企業が非負の利益を稼ぐ

ことができることであることが示される。これ

は公企業が赤字を出し続けるとすれば長期的に

はその公企業は廃止されるべきであるというこ

とを意味している。この論文では，自由参入市

場では，公企業に赤字が発生するとすれば，そ

れは公企業があまりに非効率的で生産費用が高

すぎるためであり，公企業の行動原理（welfare

maximizing behavior）のためではないことが示

される。9）

  ここで混合市場における参入規制に関する関

連論文をごく簡単に概観しておこう。Es t r i n

anddeMeza（1995）は参入規制の是非を混合

寡占の文脈で分析している。E s t r i n  a n d  d e

Meza（1995）の主な貢献は，参入規制が経済厚

生を高める可能性を示した点にある。Es t r i n

a nd  d e  Mez a（1995）は公企業の行動原理を

average co st  p r i c i ngと仮定し参入規制の影響

を分析しているのに対し，この論文では参入規

制の有無と公企業の最適行動原理の関係を議論

している。10）Fershtman（1990）も民営化政策と

6〕  この論文では“marginal cost pricing”という言葉を使っているが，この言葉遣いは若干 misleadingであ
  る。De Fraja and Delbono（1989）等と同様にこの論文ではクールノー・タイプの数量競争モデルをつかって
  おり，各企業は価格ではなく生産量を決めている。この論文でmarginal cost pricingという言葉を使うとき
  には企業が限界費用と価格が等しくなるように生産量を決めているということを意味している。
7）  価格競争の文脈ではAnderson，de Palma，and Thisse（1997），Futagami（1999）も自由参入混合市場を分
  析している。
8〕  この論文では公企業のいわゆるエージェンシー問題を無視している。この問題に関しては脚注13）も参照せ
  よ。この論文では民営化が公企業の費用を削減する可能性を無視している。もし民営化が公企業の生産性を
  上げる（生産費用を下げる）のであれば，自由参入市場でも民営化が社会厚生を改善する可能性はある。ここ
  で強調しておきたいのはすべての実証研究が公企業の生産性は私企業の生産性よりも低いという結論を出し
  ていないという点である。Stiglitz（1988）第7章およびBös（1991）第3章を参照せよ。またより新しい実証
  研究についてはAnderson，de Palma，and Thisse（1997）に引用されている文献を参照せよ。
９）  この結論は混合寡占市場以外の市場，例えば公企業の独占市場，には当てはまらない。この点については第
  Ⅳ節で議論する。
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私企業の参入行動の関係を議論している。しか

し彼はこの政策が経済厚生に与える影響を分析

していない。Anderson，de Pa lma and  Th isse

（1997）は独占的競争モデルを用いて参入規制

と民営化政策の影響を分析している。彼らは混

合市場が純粋市場よりも望ましいための必要十

分条件は公企業が正の利益を上げることである

ことを示している。この結果は，本論文の結果

（命題3）と非常に密接に関連している。しか

し彼らの論文では本論文のもっとも主要な結果

（marginal-cost pricingの参入規制下における

非効率性と自由参入市場における最適性）は得

られていない。

  この論文の構成は以下の通りである。第Ⅱ節

では基本モデルを提示する。第Ⅲ節では参入規

制のあるモデルを分析する。第Ⅳ節では参入規

制のないモデルを分析し，第Ⅲ節の結果と比較

する。第Ⅴ節では結論を述べる。

Ⅱ．基本モデル

各企業は同質的な財を生産する。逆需要関数

門(政府)は社会厚生を最大化するように行動

する。11)企業0は民営化された企業で公的部門

と民間部門によって所有されている。公的部門

される。企業 i ( i＝1，2,...,π)は民間企業であ
る。各私企業 i ( i＝1，2,...,π)は利潤を最大化

す

る。企業0は政府の利得つまり社会厚生と，自

社の利潤の加重和を最大化する。12)社会厚生Ｗ

は消費者余剰と企業の利潤の総和で，以下の式

で与えられる。

  企業 iの利得を iU ( i＝0,1,…, n )と表す。す
でに議論したように各私企業 i ( i＝1,2,…, n )の
利得は

と表され，企業0の利得Ｕ0は

10)    参入規制をすべきか否かという議論はこの論文の主な目的ではないけれど，この点については脚注21）にお
   いて簡単に議論する。
11)    政府の目的が社会厚生の最大化ではない可能性についてはMatsumura（1998）を参照せよ。
12）  この論文では公企業の数は最大で1市場に1社であると仮定している。Merrill and Schneider（1966）に
   よって指摘されているように，もしX非効率性に代表されるような公有企業の非効率性が存在しなければ，
   すべての企業を公有化することによって効率的な資源配分が達成される。混合寡占の分析が必要なのは完全
   な市場全体の公有化が（政治的あるいは経済的な理由により）不可能であるか望ましくないからである。例え
   ば，競争相手あるいは比較対象たる私企業が存在しなくなれば公企業は生産性改善の誘因を失い，結果とし
   て公企業の生産効率が悪化するかもしれない。この論文では市場全体を公有化するという選択肢は考慮しな
   い。この論文の結論は私企業の数が均衡において正である限り，複数の公企業を認めても成立する。

  ここで iΠ ( i ＝0,1,…, n )は企業 i′ の利潤，

ix は企業 i′ の生産量， ic ( ix )は企業 i の生産
費用，Ｘは全企業の生産量で以下の式で与えら

れる。

iU ＝ iΠ ( i＝1,2,…, n )，



混合寡占市場における参入規制と公企業の民営化の影響

- 5 -

と表される。ここでα（∈[0，1]）は企業0の目

的に占める社会厚生の比重である。

  ここで，政府は自らの持ち株比率を調整する

ことによってαに影響を与えそれによって間接

的に公企業の行動をコントロールできると仮定

する。もし企業0が完全に民営化されていれば

（i.e.，ｓ＝0）αはゼロとなり，逆にもし企業0

が完全に国有化されていれば（i.e.，ｓ＝1)，α

は1となる。13)政府の持ち株比率の増加に伴い

αは増加する。14)

仮定1．α(ｓ)は連続関数でかつ非減少関数で

ある。またα(0)＝0かつα(1)＝1である。15)

  ここで需要関数及び費用関数に関して以下の

仮定をおく。

仮定2． p (q)は p >0，q ≥ 0の範囲で2回微分
可能かつ p′ ＜0

仮定3． ic ( ix )( i ＝1，2)は ix ＞0の範囲で2回
微分可能かつ c ′′ ＞0， ix ≥ 0の範囲では ic ( ix )は
単調増加関数である。16)

仮定3は ix ＝0において非連続になることを
許していることに注意されたい。以下のような

費用関数は仮定3を満たしている。

13)  公企業でさえ政府の利得を最大化しないかもしれない。この仮定はprincipal-agent問題を混合寡占市場の分
  析と切り離す意味を持っている。この仮定の意味についてはDe Fraja and Delbono（1990）を参照せよ。
14)  この目的関数の正当化についてはBös（1991）の第8章を参照せよ。
15)  α(ｓ)の連続性の仮定については以下のようなより弱い仮定に置き換えることができる。
  以下の2つの条件を満たすα ∈(0,1)とα∈(0,1)が存在する。(1)任意の x∈[0,α]に対してα(ｓ)＝x を満た

  すｓが存在し，(2)任意の x∈[α ，1]に対してα(ｓ)＝ x を満たすｓが存在する。
16)  この論文では"が非正となることを仮定3で排除している。この論文の主要な結論を述べる第Ⅳ節では明示
  的に参入費用を考える。もしc ′′ ≤ 0であるならば平均費用は常に生産量の減少関数となる。もし公企業が私
  企業と同じぐらい効率的であれば，明らかに公企業の独占が望ましいことになる。このような自明なケース
  を排除するために c ′′ >0を仮定する。この仮定の下では平均費用曲線は必然的にＵ字型になる。 c ′′ ＝Oの
  ケースについては第Ⅳ節で簡単に議論する。

定義1 （反応関数).各私企業 i ∈{0,1,…, n }
対して反応関数を以下のように定義する

  ここでＦは非負の定数， iv (0)＝0， iv′ >0，
かつ iv ′′ > 0である。本論文ではＦを参入費用
と解釈し，このタイプの費用関数について議論

する。

  ここからモデルを記述する。ゲームは完備情

報ゲームである。仮にｓが外生的に与えられ各

企業はこれを観察できるとする。この結果各企

業はαを観察した上で行動する。

となる。企業0の一階条件は

となる。もしα＝ 1であるならば， ( 5 ) は

marginal cost pricingと一致する。

仮定４．(4)と(5)に関する二階条件は満たされて
いる。
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  ここで，各私企業の反応曲線が右下がりであ

ることを仮定する。
仮定6 （同質的私企業).

  この節では参入規制があるもとでの最適なｓ

について議論する。

n）を均衡における企業0の生産量，
均衡における各私企業の生産量とする。これら

証明：補論を見よ。

αを1からほんの少し減らすことによって社会

厚生が必ず改善されるのである。

証明：補論を見よ

  補題1の直観的な意味は以下の通りである。

企業0はαが大きいほどより消費者余剰に関心

を持つので，結果的にαが大きいほど 0x も大

きくなる。一方Ｒ1は他の企業の生産の減少関

数であるから，企業0が生産量を増やせば結果

的に各私企業の生産量は減少する。これが各私

企業の生産量がαの減少関数である理由である。

  各企業の生産量がαに依存するので，均衡に

おける社会厚生もαに依存する。

定義3 （均衡社会厚生関数). 均衡における社

会厚生ＷF(α)を以下のように定義する

補題1．仮定1－6が満たされるとする。仮に

Ⅲ．参入規制のもとでの公企業の最適行動

  これ以降各企業が同じ生産量を選ぶ対称的な

均衡のみに注目して分析を行う。つまり均衡に

おいて 1x ＝ 2x ＝ , . . . ,＝ nx が満たされることを仮

定する。

  これ以降すべての私企業は同質的であると仮

定する。但し企業0とそれ以外の企業との間の

費用格差は許容する。

  命題1によれば，政府は少なくとも部分的に

は公企業を民営化すべきであるということにな

る。命題1の背後にある直観は以下の通りであ

る。仮定1によりｓの減少はαの減少をもたら

す。補題1よりαの減少は各私企業の生産量を

増やし，一方で企業0の生産量を減らす。ｓ＝

1である場合にはα＝1であり，企業0は社会

厚生を最大化するように生産量を選ぶ。包絡線

の定理より 0x の微少の減少がＷに与える影響
は2次のオーダーになる(i.e.，∂Ｗ/∂ 0x ＝ p －
0c′ ＝0)。一方各私企業は利潤を最大化してい
るので価格は限界費用よりも厳密に大きい。し

たがって 1x の増加はＷを一次のオーダーで改
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Ⅳ．自由参入市場

  この節では，前節で外生とされた企業数を内

生化する。まず私企業の自由参入を考える。次

に，そもそも公企業を設立するべきであるかど

うかについて議論する。17)

Ⅳ－１．モデル

  ゲームは完備情報ゲームである。第1期に政

府は公企業(企業0 )を設立するかしないかを

決める。もし政府が公企業を設立する場合参入

費用(設立費用)Ｆ0がかかる。一旦設立すれば

この費用は埋没費用となる。第2期に政府はｓ

∈[0 , 1 ] (企業0に対する政府の持ち株比率)

を決める。ただしもし政府が第1期に企業0を

設立しなければこの期には何もしない。第3期

の期初に，各企業はｓを観察する。第3期に各

私企業は参入するか否かを決める。一旦参入す

れば，参入費用Ｆ1は埋没費用となる。第4期

に参入した各企業は独立に自分の生産量を選ぶ。

Ⅳ-2．自由参入下での最適な政府の持ち株比

       率

  この s u b s e c t i o nでは政府が企業0を設立し

た後での部分ゲームを分析し，公企業の設立費

用がサンクされた場合の，政府の最適な持ち株

比率について分析する。

  第4期の競争については既に第2節及び第3

節で議論されている。まずαが与えられた後で

の第3期から始まる部分ゲームについて分析す

る。

  各私企業は非負の利潤が得られるときのみ参

入する。参入企業数は各企業の利潤がゼロにな

るようにきまる。18)したがって次の(6)が満たさ

れなければならない。

ここでｃ 1は参入費用凡を含んでいる。 1x
＝ 2x ＝,…,＝ nx を(2)と(4)に代入すると以下の2
式を得る。

0の生産量，各私企業の生産量，参入した私企

業の数，すべての企業の総生産量であるとする。

これら4つの変数は(5)－(8)から導出される。

  本論文の主たる結果(命題2 )を示す前に，

3つの補助的な結果を示す。これらの結果は(5)

－(8)から導出される4変数とαの関係を示した

ものである。

17)   この論文では公企業が2社以上あるケースについては議論しない。その理由は脚注12) を参照されたい。最

  適な公企業の数に関してはFutagami(1999)を参照せよ。
18)   仮に生産に資本が必要である場合には，その資本費用は費用ｃ1に含まれている。したがって利潤がゼロだと
  いうのは，超過利潤がゼロであるという意味である。また本論文では参入企業数の整数問題を無視している。

  純粋市場における参入企業数の整数問題に関してはMatsumura(1999b)等参照せよ。
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平均費用で， は私企業による生産量
の減少分を表す。各私企業の生産量はαに依存

していないことに注意されたい(補題2(ⅰ))。

一方でαの増加は企業0の生産量を増やし(補

題3)，それによる費用の増加は 00 xc ∆′ となる。

ここで， 0x∆ は企業0の生産量の増加分を表

す。ゼロ利潤条件から，価格は各私企業の平均

費用に等しい。(5)より，α＜1である限り価格

改善する。

  ここで，仮定3によって排除された，限界費

用が一定である場合にはどんなことが起こるの

であるとする。 Pp を公企業が全く存在しない

｢純粋市場」における均衡価格であるとする。19)

私企業の利潤はゼロでなければならないから Pp
は各私企業の平均費用と一致する。

り企業0の独占が実現する。均衡において各私

企業の平均費用は企業0の限界費用よりも大き

いため，企業0による独占が混合寡占よりも効

率的となる。もし 0c′ ＞ Pp であるならば，α＝

1とする限り企業0は生産をしなくなる。均衡

において各私企業の平均費用は企業0の限界費

用よりも小さいため，企業0が生産しないこと

社会厚生はαに依存しなくなる。したがって任

意のα∈[0,1]は効率的である。したがって，

どんなケースにおいてもα＝1は最適な政策の

一つとなる。

  命題2はいわゆる「過剰参入定理」と密接な

関連がある。過剰参入定理とは，自由参入市場

における参入企業数は社会的に見て効率的な企

業数を上回るというものである。20)公企業によ

( 8 ) ) と な る 。

証明：補論を見よ。

  ここで，なぜα＝1が最適になるのかを直観

的に説明する。補題2(ⅱ)より総生産量はαに依

存せず，従って消費者余剰はαに依存しないこ

とがわかる。したがって社会厚生は総生産費用

∑ n
i 0= ic ( ix )が最小化されたときに達成される。

αの増加は私企業の参入数を減らす(補題4)。

この結果節約される費用は

I9)  この価格は私企業の参入企業数が正である限り混合市場の均衡価格に等しい。厳密な証明は補論の補題5の

  証明を見よ。

  ここで，第2期における政府の行動を議論す

る。命題2は政府にとっての最適な持ち株比率

は1であることを示している。この結果はまた

企業0によるmarg ina l  cos t  pr ic ingが最適であ

ることを示している。

命題 2 :仮定 1 - 4および6が満たされている

証明：補論を見よ。

定義3 （自由参入下での社会厚生).自由参入

均衡における社会厚生ＷV(α)を以下のように

定義する。

証明：補論を見よ。

補題4 :仮定2－4および6が満たされている
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るmarg in a l  co s t  p r i c i n gは私企業の余分な参

入を押えるが故に社会厚生を改善するのであ

る。21)

Ⅳ－３  ．企業はそもそも必要なのか

  ここでは全体ゲームの均衡を分析することを

通じて，そもそも政府が公企業を設立すべきで

あったか否かについて議論する。すでに，政府

が公企業を設立した場合何が起こるのかについ

ては議論しているので，ここではまず公企業が

設立されなかった場合に何が起こるのかを分析

する。

  ＸPを公企業が存在しない純粋市場における

総生産量であるとしよう。補題2(ⅱ)より，容易

に次の結果を予測することができる。

補題5．仮定2－4および6が満たされている

とする。仮に Vn ＞0であるとする。このとき
VX ＝ PX が満たされる。

証明：補論を見よ。

回収できるような長期においては廃止されるべ

きであるということを示している。ここで注意

すべきことは命題3は「企業0が私企業よりも

効率的である時のみ公企業を作るべきである」

ということを示してはいないという点である。

企業0は私企業と同じ位効率的であるケースで

も正の利潤をあげることができるのである。

  仮に公企業と私企業の費用関数が同じである

としよう。仮に政府は企業0を設立しｓ＝1と

したとしよう。この場合企業0は利潤最大化を

する企業よりもより多くの生産をすることをコ

ミットすることになる。このようなコミットメ

ントは企業0の利潤を増やすことになる。22)命

題4はこの結果を示している。

命題4 :仮定1－4および6が満たされるとす

る。仮に Vn (1)＞0かつｓ＝1とする。仮に企

業0と各私企業は同じ費用関数を持つとする。

このとき均衡において ≥Π 0 0となる。

証明：補論を見よ。

  次の命題3は，政府が企業0を設立するの

は，公企業が非負の利潤をあげる時であり，か

つその時のみである。この結果は公企業が赤字

を生んでいるとすれば純粋市場の方が望ましい

ことを表している。

命題3：仮定1－4および6が満たされるとす

る。仮に Vn (1)>0であるとする。このとき企

業0の設立が社会厚生を改善するのは ≥Π 0 0

の時であり，かつその時のみである。

証明：補論を見よ。

命題3は赤字を続ける公企業は，設立費用を

  命題4は，もし企業0が各私企業と同じぐら

い効率的であれば，私企業よりも大きな利益を

得られることを示している。言うまでもなく，

もし企業0が極端に非効率的であるとするなら

ば，企業0の利潤は負となる。この場合純粋市

場が混合市場よりも望ましいことになる。

  最後に命題3および4は規模の経済性があま

り大きくない場合のみに有効であることに言及

しておきたい。例えば仮に公企業と私企業が同

じぐらい効率的で限界費用が一定であるとしよ

う。参入費用の存在のために，各企業の平均費

用は常に生産量の増加に伴い減少する。このよ

うな場合企業0によるmarginal cost pricingは

21）  過剰参入定理についてはMankiw and Whinston（1986)，Suzumura and Kiyono（1987)，Lahiri and

  Ono（1988)，Kon i sh i，Okuno-Fu j iwa r a  and  Su zumu r a（1990)，清野（1993）等を参照せよ。
21)   異なるモデルでEstrin and de Meza（1995）は参入規制が社会厚生を改善する可能性があることを示してい
  る。本論文のモデルでも適切な参入規制は社会厚生を改善する。その直観的な理由は過剰参入定理のそれと
  基本的に同じであるのでここでは省略する。
22)    Fershtman（1990）も同じような戦略的な効果を論じている。
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私企業の参入を不可能にし，市場は公企業によ

り独占となる。この場合混合市場の仮定（i.e.，
Vn ＞0)は満たされない。このとき企業0の利

潤はmarg in a l  c o s t  p r i c i n gによって負になる

が，一方で最善の資源配分が実現されている。

つまり，命題3，4は混合寡占の文脈でのみ意

味のある結論で，公企業による独占市場には適

用できないのである。

Ⅴ．結       語

  この論文では公企業と私企業が同一市場で競

争する混合市場における参入規制と民営化の関

係を分析した。この結果，混合市場において，

参入規制下では公企業の民営化によって経済厚

生が改善するが，参入規制がない市場ではこの

結果は正しくないことが示された。更に，公企

業に赤字が発生する場合，長期的にはその公企

業は廃止されるべきであることも明らかにした。

  この論文では，他の多くの混合寡占の論文と

同様に公企業と政府の間の利害の対立について

全く考えなかった。Barros（1995）が指摘して

いるように，社会厚生を計るのは困難であるた

めに，報酬契約によって公企業の経営者に的確

な誘因を与えるのは簡単ではない。この問題を

明示的に扱うことは今後の混合寡占の分野にお

ける研究の残された大きな課題である。

補      論

補題1の証明 (4)より以下の式を得る。

ここで，最後の不等式の導出には仮定 5を

使っている。(12)と(13)より

を得る。(14)及び仮定2－3より

を得る。(11)と(15)からＡ＞0であることがわか

る。

  次にＡ＋Ｂ＞0であることを示す。仮に(1－

としよう。このとき (14)よ
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補題2(ⅰ)の証明

  まずはじめに 0x (α~ )＞0のケースを考える。
(7)を(5)，(6)，(8)に代入しα＝α~で微分すること
により次の式を得る。

命題1の証明

  仮定1のもとで，政府は3の増減を通じてα

∈[0,1]を自由に選ぶことができる。仮定1のも

とでは最適なｓが1になるのは最適なαが1の

時であり，かつその時のみであることがわかる。

従って，証明すべきことは最適なαが1ではな

である。(19)より以下の式を得る。

  次に 0x (α~ )＝0のケースを考える。この場合
Vx1 は(6)－(8)及び

Vx0 ＝0から導出される。αは
上記4式のいずれにも現れないので， Vx1 がα
に依存しないことがわかる。

  最後に 0x ＝0のケースの Vx1 と 0x が正の場

合のそれが等しいことを示す。

どちらの場合も Vx1 は(6)－(8)を満たさなければ
ならない。(7)を(6)，(8)に代入し， 0x に関して微
分すると以下の式を得る。

  (4)及び(5)を(17)に代入し整理すると次の式が得

られる。

を得る。(16)から，次の式を得る。
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ここで， 補題4の証明

  (6)および補題2より以下の式を得る。

である。(21)より以下の式を得る。

(22)より， 1x は 0x に依存しないことがわかる。
証明終

証明終

命題2の証明

  ここではα＝1とすることが最適であること

を示す。このことを， VW が任意のα∈[0,1]に

たいして非減少関数であることを示すことに

よって証明する。

の定義より以下の式

を得る。

補題2(ⅱ)の証明

  (6)で表されるゼロ利潤条件より価格は各私企

業の平均費用である 1c ( 1x )/ 1x に等しくなくて
はならない。 Vx1 がαに依存しないので，
p ( VX )もαに依存しない。 p′ ＜0であるから，

VX はα.に依存しない。                証明終

補題3の証明

  まずはじめに補題3(ⅱ)を証明する。 0x ＞0で
あるから(5)が満たされなくてはならない。(5)よ

り，以下の式を得る。

  次に補題3(ⅰ)を証明する。補題3(ⅱ)より 0x ＞
0のとき 0x がαの増加関数であることがわか

る。従って示すべきことは 0x が 0x ＝0の場合
でも非減少関数であることである。仮にα＝α~

であるとき 0x ＝0であるとする。このとき 0x
は任意のα≤α~ にたいしてゼロでなければなら
ない。なぜなら，もしあるα＜ α~ にたいして

0x が正であるとすると補題3(ⅱ)が成り立たな
いことになるからである。したがって 0x ＝0の
場合， 0x はαの減少に伴い増加することは決し
てない。

証明終

導出には補題2(ⅰ)を使っている。仮定2－3お

  ここで，αをα~∈(0,1]からほんの少し減ら
すことが VW を増加させないことを示す。(25)よ

り以下の式を得る。
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ならない。いずれにせよ，(28)≥0となる。

証明終

補題5の証明

  Pn および Px1 をそれぞれ純粋市場における私
企業の参入数および各私企業の生産量とする。

この2変数は 0x ＝0を(6)－(8)に代入することに
よって得られる。補題2(ⅰ)の証明において 1x
は 0x に依存しないことが示されている。従っ

費者余剰も第1期の政府の行動に依存しない。

私企業の利潤は均衡において常にゼロである。

よって企業0の参入によって総余剰が減らない

のは企業0の利潤が企業0の利潤が非負の時で

ある時であり，かつその時のみである。証明終

命題4の証明

命題3の証明

  補題5より，総生産量は第1期における政府

の行動には依存しない。従って，均衡価格も消
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